
令和６年度 第３回連絡協議会

令和６年12月18日 10：30～12：00
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令和6年度 第３回連絡協議会

１ 都の施策などの案内
(1)建築物環境報告書制度の令和７年度施行について（環境局）

(2)建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度（都市整備局）

(3)戸建住宅省エネ等リフォームアドバイザー派遣（住宅政策本部）

(4)マンション省エネ・再エネアドバイザー派遣事業（住宅政策本部）

(5)東京都既存マンション省エネ・再エネ促進事業（住宅政策本部）

２ 団体の活動紹介
(1)全建総連 東京都連合会

(2)ＮＰＯ法人 電線のない街づくり支援ネットワーク

3 第３回分科会報告

4 事務局からの連絡

次第
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１都の施策などの案内 (1)建築物環境報告書制度の令和７年度施行について

(1)建築物環境報告書制度の令和７年度施行について

（東京都環境局）

別紙



4

１都の施策などの案内  (2)建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度

(2)建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度

（東京都都市整備局）
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１都の施策などの案内 (2)建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度

都市整備局建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 Ｒ７年度 Ｒ８年度～

調布市

渋谷区

港区

葛飾区

足立区

杉並区

大田区

日野市

文京区

Ｒ6年度 各区市再エネ促進計画策定スケジュール

4月施行

※ 下記スケジュールは予定のため、
状況に応じて変更の可能性があります

パブコメ（令和６年10月7日～11月５日）

パブコメ（令和６年10月１日～10月15日） 4月施行

パブコメ（令和６年12月２日～令和７年１月９日） 4月施行

パブコメ（令和６年12月９日～令和７年１月７日） 4月施行

パブコメ（令和６年11月１日～12月２日） R7年度施行

パブコメ（令和６年12月３日～令和７年１月６日） ６月施行

パブコメ（令和６年10月21日～11月11日） 7月施行

R7年度作成 R8年度施行

パブコメ（令和６年12月11日～令和７年１月10日） 施行時期未定
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都市整備局建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度

「東京都建築物再生可能エネルギー利用促進計画策定指針」及び各区市の促進計画に関する情報は、下記HPにて公表

（東京都都市整備局HP）
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku/kenchikubutsu/renewable-energy_kuiki.html

「東京都建築物再生可能エネルギー利用促進計画策定指針」の省エネ再エネプラットフォーム関係団体意見照会結果
実施期間：令和６年１０月１日～３１日 意見件数：２件

〇 今後ＣＯ２削減がどの程度進んだのか進捗状況を逐次ＨＰ上にでも公開していただきたい。

環境局のＨＰにおいて、毎年度実施している都内の温室効果ガスの排出量等の調査結果を公表しています。
（環境局ＨＰ）https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/zenpan/emissions_tokyo/

〇 促進計画における説明義務等、区市町村でバラバラではなく、統一してほしい。

促進計画は区市町村が地域の実情に応じて作成するものとなります。
「東京都建築物再生可能エネルギー利用促進計画策定指針」に添付しているひな形の活用等により、促進計画が
円滑に定められるよう区市町村を支援していきます。

１都の施策などの案内 (2)建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度

https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku/kenchikubutsu/renewable-energy_kuiki.html
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/zenpan/emissions_tokyo/
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１都の施策などの案内  (3)戸建住宅省エネ等リフォームアドバイザー派遣

(3)戸建住宅省エネ等リフォームアドバイザー派遣

（東京都住宅政策本部）



普及
啓発

導入
初期
検討

改修
支援

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業
省エネ改修（断熱・高効率設備）再エネ設備設置 等

診断
設計

既存住宅省エネ改修促進事業

（省エネ診断・設計補助）

(3)戸建住宅省エネ等

リフォームアドバイザー派遣

各種相談窓口

（リフォーム・分譲マンション）
普及啓発イベント

１都の施策などの案内 (3)戸建住宅省エネ等リフォームアドバイザー派遣

(3)戸建住宅省エネ等リフォームアドバイザー派遣（全体像） 本日の話題凡例：

(4) マンション省エネ・再エネ

アドバイザー派遣

(5)東京都既存マンション
省エネ・再エネ促進事業

等



(3)戸建住宅省エネ等リフォームアドバイザー派遣（事業概要）

項目 概要

受付期間 R６年８月19日～R７年３月３日（R６年度）

派遣
アドバイザー

既存住宅状況調査技術者である建築士

アドバイスを
受けられる方

耐震性を有する戸建住宅、二世帯住宅等の長
屋の所有者
※ 耐震性のない場合は「戸建住宅等耐震化アドバイ
ザー」が耐震化アドバイスに加えて、省エネ改修補助等
について情報提供

アドバイス
できること

１．リフォームに関しての意向や現状の問題
について聞き取り

２．建物の状況や設備等を目視で調査
３．調査結果に基づき、建物や設備等の現状
の説明

４．省エネ化・再エネ化やバリアフリー化等
に関する改修手法や各種補助制度等につ
いて情報提供

R６年度受託者 一般社団法人 東京都建築士事務所協会

R６年度件数 ６０件（上限）

１都の施策などの案内 (3)戸建住宅省エネ等リフォームアドバイザー派遣



(3)戸建住宅省エネ等リフォームアドバイザー派遣（派遣業務報告書イメージ）

１都の施策などの案内 (3)戸建住宅省エネ等リフォームアドバイザー派遣



実施済件数
✓ 13件（11月末現在）

依頼のきっかけ（複数回答）
✓ 夏・冬でも室内を快適に 約７割
✓ 光熱費を削減したい 約５割
✓ 結露・カビが気になる 約５割

築年数の分布
✓ 2000年～2009年で８割超
（耐震グレーゾーン物件は、耐震性を説明すると、戸建住宅等耐震化アドバイザーを選択する傾向）

今後の課題
✓ 求められるアドバイス内容等の分析と対応
✓ 省エネ改修を確実に進めていくためのアドバイザー業務の拡大
✓ アドバイスから省エネ診断・設計、省エネ・再エネ改修へスムーズな誘導 等

(3)戸建住宅省エネ等リフォームアドバイザー派遣（取組状況等）

※ 各団体にて、制度の周知等が可能であれば、よろしくお願いいたします。
東京都戸建住宅省エネ等リフォーム
アドバイザー派遣窓口HP

１都の施策などの案内 (3)戸建住宅省エネ等リフォームアドバイザー派遣
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１都の施策などの案内 (4)マンション省エネ・再エネアドバイザー派遣事業

(4)マンション省エネ・再エネアドバイザー派遣事業

（東京都住宅政策本部）
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マンション省エネ・再エネアドバイザー派遣事業

事業概要

個々のマンションで共用部分の省エネルギー化等を進めるための提案をする
「マンション省エネ・再エネアドバイザー」を無料で派遣（令和４年度～）

◆派遣するアドバイザー
マンション管理士、建築士又は電気主任技術者等の資格を持った専門家（２名）

◆内容
マンション共用部分等の省エネルギー化等に関する
①相談、調査、助言等
②提案書作成、説明

◆対象者
分譲マンションの管理組合、区分所有者の任意の団体、
区分所有者又は賃貸マンションの所有者 （都内）

◆件数等
１管理組合１回（上記①、②）、派遣料は無料

◆実施主体
（一社）東京都マンション管理士会

派遣実績

Ｒ４：20件、Ｒ５：57件、Ｒ6：40件（10月末現在）

<マンション名>

マンション写真

【提案書】【省エネ・再エネアドバイザー
リーフレット抜粋】
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１都の施策などの案内  (5)東京都既存マンション省エネ・再エネ促進事業

(5)東京都既存マンション省エネ・再エネ促進事業

（東京都住宅政策本部）
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東京都既存マンション省エネ・再エネ促進事業

◆交付額 ￥238,000～370,000(満額)

◆ マンション規模 13戸～221戸 地上3～15階建て

◆構造 RCまたはSRC

◆築年数 2年～48年

◆検討書作成者 一級・二級建築士、設備設計一級建築士

○既存マンションへの省エネ・再エネに向け、補助金を活用した初期費用や

節約できる電気料金等をまとめた検討計画書の作成に係る費用を補助

○補助対象者：マンション管理組合、マンション所有者

○補助率 ：10/10

○補助上限額：1棟当たり37万円

○申請受付 ：環境公社(クール・ネット)

事業の概要

申請の動向



東京都既存マンション省エネ・再エネ促進事業
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各種検討
(任意)

検討
実施率

LED化 10.5%

昇降機省エネ化 10.5%

給湯器省エネ化 10.5%

断熱省エネ化 15.8%

窓省エネ化 15.8%

電気自動車充電設備 31.6%

太陽光・蓄電池の検討 平均

削減電気料金 ￥347,693

概算工事費(補助適用無し) ￥21,283,833

→補助適用後 ￥9,143,472

容量 太陽光パネル 11.8kW

蓄電池 8.9kW

工事費の約43％

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

10年以下11~20年21~30年31~40年41年以上

費用回収年数

・PV、蓄電池容量

・削減できる電気料金

・概算工事費
費用回収期間

・電気使用量（現状）

マンションの現状の使用電気量、設置可能場所等を踏まえたPV,蓄電池容量、削減電気量等を算出
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２団体の活動紹介

２ 団体の活動紹介



東京都
省エネ再エネ住宅推進
プラットフォーム
団体活動紹介
2024年12月18日(水)

全国建設労働組合総連合東京都連合会

２団体の活動紹介 (1)全国建設労働組合総連合東京連合会



概要

 1961年に設立

 都内に本部を置く13の労働組合が加盟

 約13万人の労働者(職人)、一人親方、零細事業主等が加入

 都内全域と近隣県に約50か所の組合支部事務所が設置

 東京都連が加盟する全国建設労働組合総連合(全建総連)は日
本の建設産業における最大の労働組合で、かつ日本の労働組
合では4番目に多い組織（約62万人が加入）



目的・役割

 都庁・都議会・各公共団体・業界への働きかけ

 技能労働者に向けた賃金調査

 地域活動、我々の取り組みの普及活動

 Ex)

 年2回の都庁要請行動

 大手企業交渉

 各地域での公契約条例審議会への参加

 法改正などの情勢に即した組合員向け講習会の企画、運営

 地域に根差した住宅デーの開催

 技能向上機運の醸成を目的とした技能競技大会の開催



木材利用促進
協定の締結

 東京都と建築物木材利用促進協定を締結

 協定締結日 令和5年3月10日

 有効期間：協定締結日から令和10年3月9日まで

 対象区域：東京都内

 目的：大工技能者等の育成や、住宅等における多摩産材等の
利用を促進し「カーボンハーフ」の実現と、「ゼロエミッ
ション東京」の実現に貢献する



住宅デー

 昭和53年からおこなっている無料住宅相談をはじめとする地
域貢献活動

 開催時期 4月1日～11月30日

 会 場 都内各地域

 後 援 国土交通省・林野庁・東京都

  東京都社会福祉協議会、住宅保証機構㈱

  住宅金融支援機構・

  (一社)東京都信用金庫協会

 (一社)東京都木材団体連合会

  中央労働金庫東京都本部

  全労災東京推進本部





木と暮らしの
ふれあい展

 今年は10月5,6日に開催

 木工教室（木工キット、自由工作）

 大工道具の展示

 かざぐるま製作体験

 端材配布

 省エネチラシの配布とパネルの展示





応急修理協定
の締結

東京都主催 応急修理図上訓練

2019年10月17日協定締結



全国木造
建設事業協会
(全木協)

 2011年9月1日(木)設立

 会員約3000社の日本最大級工務店組織JBNと組合員約62万人
の業界最大建設労働組合による団体



応急木造
仮設住宅
建設の
取り組み

 労働者供給事業により、東日本大震災以降に発生した全国の
災害において、東京都連をはじめとした全国の組合が労働者
を供給

 直近に発災した石川県能登半島地震においても供給実績あり

 現在は能登半島地震後の豪雨災害を受けて、応急木造仮設住
宅建設が開始



建設
戸数

仮設
団地数

団地当り
平均戸数

主幹事工務店
JBN対応
工務店数

就労者数
延べ
人工数

協力
組合数

工事
期間

山形豪雨
（2024年7月）

36戸 2団地
18戸

(最大28戸)
ゆとり・祥建設 2社 81人 970 4 約1ヶ月

能登半島地震
（2024年1月）

623戸 9団地
69戸

(最大198戸)

エバーフィールド
タカノホーム
ひまわりホーム

19社 809人 21746 41 約8ヶ月

熊本豪雨
（2020年7月）

612戸 18団地
34戸

(最大113戸)
エバーフィールド 18社 492人 約16000 31 約5ヶ月

長野県(台風19号)
（2019年10月）

55戸 2団地
27戸

(最大32戸)
小林創建 3社 210人 1503 17 約1ヶ月

西日本豪雨
（2018年7月）

250戸

7団地
（愛媛4）
（岡山2）
（広島1）

36戸
(最大74戸)

新日本建設（愛媛）
綾野工務店（岡山）
橋本建設（広島）

18社
（愛媛11)
（岡山3）
（広島4）

399人 3863 25 約2ヶ月

熊本地震
（2016年4月）

563戸 29団地
19戸

(最大68戸)
エバーフィールド 19社 448人 14467 30 約6ヶ月

東日本大震災
（2011年3月）

584戸 8団地
73戸

(最大202戸)
エコ・ビレッジ 5社 403人 7924 23 約10ヶ月

東日本大震災以降の木造仮設住宅建設と労働者供給の実績



東日本大震災からはじまった！ 熊本豪雨（ベタ基礎・瓦屋根に）

能登半島地震 （2階建て集合住宅も） 山形豪雨（屋根付スロープ・豪雪仕様）



職業安定法第45条に基づき、労働組合が厚生労働大臣の許可を受けた場
合に行える事業

労働組合 供給先

労働者

労働協約

組合員 雇用契約
指揮命令

認められている労働者供給事業

派遣元 派遣先

労働者

派遣契約

雇用契約

労働者派遣事業（建設業は禁止）

指揮命令

【労働者供給事業のスキーム】
労働組合は、供給先と労働者として供給する組合員の労働条件について労働協約を締結し、
組合員は、労働組合が供給先と締結した労働協約に基づく労働条件で供給先と雇用関係を結ぶ。
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労働者供給事業について労働者供給事業について



全建総連
リフォーム
協会
(全リ協)

 全建総連が設置している全リ協の東京支部（全リ協東京）を
運営

 全リ協は国土交通大臣所管の住宅リフォーム事業者団体登録
制度に登録

 リフォーム事業者登録団体である全リ協・RECACO・住推協の
3団体共催で加盟組合員の実例を募ったコンテストであるリ
フォームコンテストを開催



断熱実技
研修会の
運営

 建築物省エネ法の改正を受け、全木協として2022年度から全
国各地域にて実施

 東京都連は全木協東京として東京会場を運営



各種講習会 石綿事前調査講習会 改正建築物省エネ法学習会

多摩産材見学会 能登就労者経験報告



ご清聴いただきまして
ありがとうございました



２団体の活動紹介 (2)電線のない街づくり支援ネットワーク
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３ 第３回分科会報告

令和６年11月27日（水）13：30～15：00

「省エネ法改正等に向けた情報共有と意見交換」をテーマとしてWEB開催。38団体が参加、うち2団体が対面参加。

１－１ 団体の活動紹介（東京都防災・建築まちづくりセンター）

１－２ 建築物省エネ法改正に係る実務について（東京都防災・建築まちづくりセンター）

⇒申請など実務的な解説 ※動画掲載 https://youtu.be/hcjbnlkGVtU

２ 東京都における建築士サポート体制について（東京都都市整備局・東京都建築士事務所協会）

⇒東京都における建築士サポートセンターを令和7年１月開設予定

３－1 東京都既存住宅省エネ改修促進事業（省エネ診断・設計補助）の活用方法について

⇒マンション大規模改修に合わせた省エネ改修等活用例を紹介

３－2 省エネ性能表示制度の普及について

⇒令和6年11月から省エネ部位ラベル表示制度開始（既存住宅）

https://youtu.be/hcjbnlkGVtU
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日 時：令和７年１月17日（金）12~17時
18日（土）10~17時

場 所：中野区広町みらい公園及び体験学習センター

協力団体：プラットフォーム参加団体 10団体

中野区（開催地自治体）

実施内容：エコ住宅体験

ミニセミナーと個別相談

パネル展示（チラシ配布）

工作体験・記念撮影

スタンプラリーと抽選会

周 知：都庁案内所、都内区市町村

プラットフォーム団体 ほか

４事務局からの連絡

（１）知っていますか？エコ住宅体験会 開催案内
令和6年12月13日現在（案）



４．事務局からの連絡
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補助対象 対象事業（例） 対象経費（例）

普及啓発
・セミナー開催
・パンフレット作成
・HP作成

・セミナー開催に要する費用
（講師謝礼・会場借上げ、資料印刷費）
・パンフレット作成に要する費用
・HP作成に要する費用

相談窓口
等設置

・相談窓口の設置
・研修会開催

・相談窓口の設置に要する初期費用
（備品の購入費）
・研修会開催に要する費用

技術力
向上

・技術支援講習会
（施工技術、省エネ計算）

・技術支援講習会に要する費用
（講師謝礼・会場借上げ、資料印刷費）

交付決定状況（R6.12現在）

予算額に対し約 3５%（10団体）
（２）東京都省エネ再エネ普及促進事業補助金

補 助 率 ： 2/3（補助上限額：3,500千円）

⇒ 今年度の申請について

今年度の申請の受付は、令和７年１月３１日（金）までです。
補助対象事業は、令和７年２月28日（金）までに事業を完了する計画としてください。
申請から交付決定までの期間を踏まえ、早めに事前相談くださいますようお願いします。
対象事業の可否、申請書類の書き方等、不明な点があれば、お気軽にご相談ください。
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